各種表記法（よく使われる表記法）

●継続的消費貸借契約（本件取引）の言い換え
利息制限法（以下「法」という。）１条１項所定の制限利率を超える利率で反復継続して金員を貸し付け，返済を受けた（以下，上記一連の取引を「本件取引」という。）。

●改正法令の記載の仕方
利息制限法（平成１８年法律第１１５号による改正前のもの）１条１項所定の利息

●改正貸金業法の記載の仕方
貸金業法（平成１８年法律第１１５号による改正前の法律の題名は貸金業の規制等に関する法律。以下，同改正の前後を通じて「貸金業法」という。）３条所定の登録を受けた貸金業者

●貸金業法施行規則
貸金業法施行規則（平成１９年内閣府令第７９号による改正前のもの。以下同じ。なお，同改正前の題名は貸金業の規制等に関する法律施行規則）１３条１項１号チに掲げる各回の「返済金額」
＊最一小判平成23年12月01日等

●参照判例の引用記載方法１
（最高裁平成１７年（受）第１９７０号同１９年７月１３日第二小法廷判決・民集６１巻５号１９８０頁）

●参照判例の引用記載方法２
（最判平成24年12月14日民集66巻12号3559頁）

●参照判例の引用記載方法３
（東京地判平成24年3月15日判時2155号71頁）

●表形式（3段2列）

	日時
	年　月　日

	場所
	

	議題
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